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ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

C

C

A

C

地域生活支援事業5

3

1

身体障害者福祉協会補助事業

災害見舞金給付事業

戦没者追悼事業

社会福祉施設管理運営事業

（平成18年度事業）

171
171

171

95

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業

手話奉仕員派遣事業

福祉機器リサイクル事業

障害者生活訓練事業

地域活動支援センター事業

社会福祉施設管理運営事業

災害見舞金給付事業

災害見舞金給付事業

移動支援事業

戦没者追悼式事業

戦没者追悼式事業

身体障害者福祉協会補助事業

災害見舞金給付事業

戦没者追悼式事業

戦没者遺族連合会補助事業

原爆被爆者会補助事業

傷痍軍人会運営事業

ベンチ

達成率

障害者数は年々増加傾向にあり、障害者にとって最も身近な市町村において障害のある人が、家庭や自宅
で通常の生活が出来るよう社会づくりの実現に向けて、障害者の需要に応じた事業を実施することによ
り、障害者の自立と社会参加促進を図る。(手帳保持者　身体1,986人　知的219人　精神121人）

ノーマライゼーションの理念のもとにして、障害者の自立と社会参加を促進する施策を有効に展開し、相
互理解と交流を深めることにより、障害のある人もない人も同じように、住み慣れた家庭や地域の中で、
ともに暮らしていくことができる、温かい、心安らぐ地域社会づくりが求められています。障害の重度
化、高齢化が進む中で、障害者自身の自立意欲、就労意欲、社会参加意識が高まっており、障害者が生き
がいを持って、地域で生活できる環境づくりを充実させることが課題となっている。

交流イベントの開催

交流と促進の組織づくり

社会参加の促進

在宅福祉サービスの充実

生活環境の整備

ボランティアの育成

2,000
2,500 2,600

4
「市民ふれあい福祉まつり」の
参加者

目標
実績 1,800

30

参加者が増加すること
により、自立に繋が
る。

1123 スポーツ教室参加者数
目標

達成率
実績 105

１　目的達成度
障害者にとって最も身近な市町村において障害者
が自立して生活できる社会づくりと社会参加の促
進が図られている。

4マーク

3

4
指標の説明

180

障害者手帳取得者が増加する中で、障害者にとっ
て必要な各種サービスを展開しており、有効であ
る。

4

ソフト事業

ソフト事業

障害者スポーツ教室開催事業
身体障害者用自動車運転免許取得・自動車改造助成事業

要約筆記奉仕員派遣事業

4,690

190
140

評価年度

２　事業構成の適当性

0
1,907

200

100

220

120

40

150

45

150

引き続き、障害者の自立と社会参加を支援していくこと
が必要である。特に、障害福祉計画に基づく数値目標の
達成に向け努力すること。

障害福祉施策は、大きな転換期であり、新旧
の移行時期であるが、自立と社会参加の促進
が図られている。

事業構成は適当であるが、障害者(児)福祉施策
以外の事業が含まれているので、整理が必要
である。

地域間格差は徐々に解消されており有効であ
る。

障害者の自立と社会参加を支援していく上で、機能障
害をもつ人々のその意向とニーズを理解しながら、主
体性を尊重して支援活動を行う必要がある。また、障
害者にとって必要なサービスが障害者福祉計画に取り
入れられているかなど、実情を把握する必要がある。

3

4

50
0

5,012 505
0

4754,881

100

６４－１８２４

この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）
H17 H18

517,390

事業費（単位：千円）

(高 ～ 低)

施策を構成する事務事業名

104

467,231

施策の対象と目的

(誰のために、何の
ために)

判断理由

H19

現況と課題

②

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

3,045

0

1,810
3

171

171

171

171

755

171

役職

就労を希望する障害者
に生産活動、活動の機
会を提供することによ
り、自立が繁がる

参加者が増加すること
により、自立に繋が
る。

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

３　施策の有効性

二次評価者コメント

障害者、高齢者を含む
誰もが社会参加できる
交流の場を提供し、参
加者の増加を図る。

氏名
保健福祉部長
鵜川　晃匠

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

一次評価

☆
☆

就労支援人数
達成率
実績
目標

達成率

施策に対する成果指標名
H17

生活訓練参加者数
目標

1

地域生活支援事業

二次評価

単
位

目標値

H18 H23 H28

0

評価判断理由

2,017

37

H17

☆

☆☆373

担　当　課　長　評　価

☆☆

☆
☆

☆

2,100

36

2,200
234

6,37590
686
300

H19

直　接
事業費

H18

優先順位

重度身体障害者等日常生活用具給付等事業

☆☆☆
☆☆
☆

その他

☆

☆☆

☆☆

☆☆

☆☆

1,615

　　　　　　〃

☆☆☆相談支援事業 171

自立支援法施行に伴う施策の充実

☆☆☆
☆

新規に必要な事業・連携が必要な事業

就労移行支援事業

☆☆☆
171

0

就労継続支援事業

福祉事務所

〃

実施主体

2 107 94実績

施策の体系
大項目（基本目標）

中項目（基本施策）

健康でやさしさあふれるまちづくり

やさしさあふれるまちづくり

☆☆

ソフト事業

☆

100
250

☆☆

0
30

1,035

☆☆

90
688
300

4693,255

7,553

94

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

45

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

③
施策展開

評価結果

人件費
直　接
事業費

人件費 人件費
直　接
事業費

144

1,930

細事業一覧表 事業
分類

事務事業

Ａ ～ Ｅ

142

重要度（%）

満足度（%）

〃

評価

そ　の　説　明

平成20年度
予算の方向性

前年度並みの配分

障害者福祉においては、「障害がある人をどう見るか」という障害者観が援助に当たってのス
タートと考える。「自立と社会参加」への支援を忘れることなく施策を進めていくことが肝要
である。平成20年度予算の方向性としては、更なる自立と社会参加を支援をするため前年度
並みの配分とする。

- 13.5

項　目

障害者の自立と社会参加を促進する施策を有効に
展開する事業構成は有効である。

　　　　　　〃

H21H20

調査結果に対するコメ
ント、市民の反応等

障害者の高齢化、重度化が進む中で、障害者の自身の自立意欲、社会参加意欲が高まっており、障害者
が生きがいをもって地域で生活できる環境整備を行う必要がある。調査対象でない

施策の場合は、
市民の反応等

H19調査年度

6.0

施　策　名
（小項目）

障害者(児)福祉

所長作
成
者

役職コード

02-01-03
氏名 山口和夫

電話

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低

H19H19

-45

-35

-25

-15

-5

5

15

25

35

0 10 20 30 40 50

重要度

満
足
度

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度
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10
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15
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20
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23

24

25

26

27

28

29

32

B

B

D
B

A

B

B
B

C

B

B

B

B
B
C
B

17

19

22

30

12

13

14

0 3805,912

特別障害者手当等給付事業

0

ソフト事業

ソフト事業知的障害者相談員委託業務

0障害者IT講習講師派遣事業 ソフト事業

☆☆☆共同生活援助事業 ソフト事業

共同生活介護事業 ソフト事業

施設入所支援事業 ソフト事業

☆☆
192,823 380

☆
就労移行支援事業 ソフト事業 ☆☆☆

0 0
0

サービス利用計画作成事業

886 213

☆☆☆
生活介護事業 ソフト事業 ☆☆☆

213

279 214
1,518 214

17,526 214

（平成18年度事業）

細事業一覧表 事業
分類

身体障害者福祉増進事業 ソフト事業 5,059 345

担　当　課　長　評　価

☆

☆☆☆
☆☆

優先順位

☆☆☆
☆☆
☆

その他

10,000
進行性筋萎縮症者療養等給付費事業 ソフト事業

直　接
事業費

人件費

施策を構成する事務事業名

事務事業 事業費（単位：千円）

H18 H19

人件費
直　接
事業費

人件費

7,418浜っ子作業所運営補助事業 ソフト事業

456
1,860ひだすき作業所運営補助事業 ソフト事業

障害者更生援助事業

在宅心身障害児(者)自立促進事業

身体障害者小規模通所授産施設運営事業

(高 ～ 低)

直　接
事業費

Ａ ～ Ｅ

H17評価結果

身体障害者福祉増進事業

1,970

☆☆
☆☆

10,000
1,330

475

2,090
380 H18完了

☆

☆☆

☆☆☆

3,929 404

378
8,675

地域交流サロン運営事業 地域交流サロン運営事業 ソフト事業 405A 1,163
3,675 1,850

行動援護事業

ゆずりは作業所運営事業 ソフト事業

ホームヘルプ事業 ソフト事業

重度訪問介護事業 ソフト事業

障害認定審査会事業

施設入所支援事業

障害程度区分認定事業

障害者IT講習講師派遣事業

訪問介護給付事業

心身障害者福祉年金給付事業
B
C
B

4,789

ソフト事業

更生医療給付事業 ソフト事業

療養介護事業 ソフト事業

児童ディサービス事業 ソフト事業

高額障害福祉サービス費支給事業

ソフト事業

213

213
0

214

2,182

就労等支援事業

0重度障害者等包括支援事業 ソフト事業

2,010269,939ショートステイ事業

自立訓練事業

1,080

0
0

就労継続支援事業 ソフト事業

0
0 0

0ソフト事業

0

1,154 411

ソフト事業

172 412
4127,692

ソフト事業

0

238

4,324 380

3,674 2,050
1,395

知的障害者小規模授産施設運営補助事業 10,500

☆☆☆

☆☆☆

☆☆☆
☆☆

☆
☆

0

障害者生活支援事業

☆☆

精神通院医療給付事業 ソフト事業
1,718 4,0475,396

00 ☆☆990
990

☆760
☆0

福祉電話貸与事業 福祉電話貸与事業 ソフト事業

00
8500

☆☆1,320000精神障害者保健福祉手帳交付事業 ソフト事業

☆☆528
☆☆792

000療養手帳交付事業 ソフト事業

000身体障害者手帳交付事業 ソフト事業

H18完了1,7101,75000障害福祉計画策定事業 障害福祉計画策定事業 ソフト事業B
ソフト事業 ☆☆1,137

4,03700
85500

280

☆☆1,138
☆3801,9844042,998

訪問介護給付事業 ソフト事業

心身障害者福祉年金給付事業 ソフト事業

142

☆2,550市民ふれあい福祉まつり事業 7653,965900ソフト事業

手話奉仕員養成事業 ☆238ソフト事業 230250 1,435
ソフト事業 ☆237

☆☆☆280

560
337

要約筆記奉仕員養成事業 220
15300

233

0 ☆☆☆2800
重度心身障害者介護手当給付事業 ソフト事業

身体障害者相談員委託業務 ソフト事業

144 136970
☆☆7609,9651,344
H18完了

9,559

重度身体障害者住宅改造助成事業 ソフト事業

児童福祉年金給付事業 ソフト事業

6021,4921,400
1,2634151,376児童福祉年金給付事業 B ☆☆380

H18完了760
8,0081,9448,949補装具費給付事業 補装具給付事業 ソフト事業B ☆☆☆1,800

☆☆1,7001,8222,5841,973特定疾患医療附帯療養交通費補助事業 特定疾患医療附帯療養交通費補助事業 ソフト事業B
☆☆3,27597,9192,305119,617重度心身障害者医療費給付事業 重度心身障害者医療費給付事業 ソフト事業

☆☆☆

障害認定調査事業 ソフト事業

1,500317 ☆☆☆

重度身体障害者住宅改造助成事業

特別障害者手当等給付事業

障害者手帳交付事業

自立支援医療費給付事業

ボランティア育成事業

重度心身障害者介護手当給付事業

障害者相談委託事業

市民ふれあい福祉まつり事業

31

⑥　施策構成事務事業の評価　（続き）


